










要旨:わが国の SIDS 診断に際しての問題としては、1.剖検率の低さ、 2.推定死因の信頼

性の低さ、3.剖検例における診断基準のなさ、4.死亡状況調査の難しさ、を挙げることが

できる。このことが SIDS の正確な把握を阻害しているが、新しい調査システム、例えば

SIDS 症例の届け出を法律で義務化した場合も、結局これらの問題点を解決しない限り不

正確なデータの集積になることは変わりはない。そもそも SIDS の発生は既に死亡診断書

(死体検案書) として行政当局に届けられているため、単にそれと重なる届け出制度の施

行は難しい。剖検率向上がはかられるまでは、監察医制度施行地区の剖検例を中心とする

症例対照研究で事例の検討に努める一方で、死亡小票や警察の届け出事例からの調査の拡

大が現実的であろう。なお、遺族(両親)への医療支援の充実を図る目的からすれば、特定

疾患における市町村への登録制度のように、あくまでも遺族(両親)の意志による登録制度

の遂行もアプローチの一つと考える。


